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本研究の目的は，福祉サービスの実践条件に対する職員と利用者双方の認識を比較し，利用
者主体の福祉サービスの実践に必要な条件を明らかにすることである。
調査対象はＡ県内の障害者支援施設14カ所（身体障害者療護施設）の職員451名（回収率

74.1％）と利用者228名（回収率67.1％）であり，留置法か直接聞き取りのどちらかによる悉
皆調査を2005年６月から同年９月までの期間に実施した。利用者主体の福祉サービスの実践条
件に対する職員と利用者の認識を把握するため，「より良い福祉サービスが実践されるために
何が重視されるべきか」「職員と利用者のかかわりをよくするために何が重視されるべきか」
「職員と利用者のかかわりがよいほど福祉サービスはよくなるか」「現在，利用している施設
の職員と利用者のかかわりはよいか」という質問を用いて回答を求めた。
利用者主体の福祉サービスに対する職員と利用者の認識の間でいくつかの違いがみられたが，

本質的に異なるものではなかった。違いは，利用者主体の福祉サービスを実践するための両者
の視点の方向性の違いであった。すなわち，職員は福祉サービスを実践するための外的要因を
重視したが，利用者は自分に向けられる福祉サービスの内容そのものを重視した。職員と利用
者の認識を比較して明らかになった利用者主体の福祉サービスに必要な条件は，①ケアにかか
わる人々の関係を良好にするための知識と技術を職員が習得すること，②利用者へのサービス
量を拡充するための施設内設備の充実や外部関係機関との連携が強化されること，③利用者の
要求に見合った，施設と家族の連携，施設と地域社会の交流が促進されること，④職員と利用
者が，互いに話し合うことができ，相手を理解して共感的に対応できるような環境が設定され
ること，⑤利用者の話に耳を傾け，利用者のニーズを理解して共感的に対応できるケアの技術
を職員が習得することの５つであった。
本研究で明らかになった５つの条件を満たす福祉サービスが実践される必要がある。そのた

めに，利用者と職員がかかわる場面と，そのときの彼らの行動の関係を調べ，どのような行動
上の問題があるのか具体的に調べる必要がある。そして，その問題が解決されるなら，真の意
味での利用者主体の福祉サービスの実践は可能となるだろう。

利用者主体の福祉サービス，実践条件，職員と利用者の認識

Ⅰ

利用者の主体性を尊重した福祉サービスが
様々な実践場面で求められている1)。これは，

利用者中心や利用者本位，もしくは利用者主体
の福祉サービスと表現され，今日の社会福祉実
践の基本的前提といわれている2)3)。これまで
幾度となくその重要性が主張され，その実践例
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と呼ばれる個別的な取り組みが多数報告されて
きた4)5)。しかしながら，それらの実践は，い
ずれも限定的で，包括的な利用者主体の福祉
サービスとはいえない。前提である以上，利用
者主体の福祉サービスは，個別的な実践例の報
告にとどまるべきではない。一方で，不適切な
福祉サービスが多数報告されていることを考え
ると6)，どのような実践条件を利用者主体の福
祉サービスと呼ぶのか，明らかにする必要があ
るだろう。
渡邉・森山7)8)は，そのような問題意識から，

福祉サービスが職員と利用者間の具体的な「か
かわり」によって展開されることに着目し，こ
の「かかわり」に対する両者の認識を調べ，両
者の認識に乖離があることを明らかにした。さ
らに，それが利用者主体の福祉サービスの実践
を妨げている可能性を指摘した7)8)。しかし，
福祉サービスは，職員と利用者の「かかわり」
だけで終始するものではない。福祉サービスに
係るそれ以外の実践条件も検討する必要がある。
本研究は，そのような条件として施設運営なら
びに施設と外部の関係をとりあげ，それらに対
する職員と利用者の認識を調べた。また，渡
邉・森山7)8)の研究との関連から，職員と利用
者の「かかわり」と福祉サービスの関連につい
ても調べた。これらの調査によって，本研究は，
利用者主体の福祉サービスに必要な実践条件を
明らかにすることを目的とした。

Ⅱ

調査期間および調査対象者は，渡邉・森
山7)8)と同じであった。すなわち，調査期間は
2005年６月から同年９月までの約３カ月間であ
り，調査対象者はＡ県内の障害者支援施設14カ
所（旧，身体障害者療護施設）の職員451名と，
その施設を利用している入所者228名であった。

福祉サービスの実践条件に対する職員と利用
者の認識を把握するため，以下の４つの質問を

作成した。４つの質問は，「より良い福祉サー
ビスが実践されるために何が重視されるべき
か」「職員と利用者のかかわりをよくするため
に何が重視されるべきか」「職員と利用者のか
かわりがよいほど福祉サービスはよくなるか」
「現在，利用している施設の職員と利用者のか
かわりはよいか」であった。
「より良い福祉サービスが実践されるために
何が重視されるべきか」という質問については，
職員の属性や能力，支援のあり方，施設運営，
そして施設と外部のかかわりの３つの側面から
尋ねた。各側面に８項目の選択肢を設け，その
中から特に重要と思われる３項目を選択させた。
それぞれの側面に対する選択肢は以下のとおり
であった。職員の属性や能力，支援のあり方は，
①資格取得，②増員，③ケアの知識と向上，④
ケアの技術の向上，⑤同性によるケア，⑥利用
者と職員の人間関係づくり，⑦職員間の人間関
係作り，⑧その他（自由記述）であった。施設
運営は，①施設内の整備の充実，②行政や医療
機関との連携，③自己評価の実施，④情報の提
供，⑤苦情解決体制，⑥ケアマネジメント，⑦
選択できるサービスの量，⑧その他（自由記
述）であった。施設と外部のかかわりは，①施
設と地域の交流，②施設と家族の連携，③実習
生の受け入れ，④ボランティアの受け入れ，⑤
利用者自治会，⑥権利擁護システム（第３者委
員やオンブズマンなど），⑦外部評価の実施，
⑧その他（自由記述）であった。
次に，「職員と利用者のかかわりをよくする

ために何が重視されるべきか」の質問には，次
の11項目の選択肢を設け，その中から３項目を
選択させた。選択肢は，①職員の接遇を高める，
②職員の資格取得の奨励，③職員と利用者の相
性を良くする，④職員の実務経験数，⑤ケアの
知識と技術の向上，⑥職員同士の仲のよさ（連
携のよさ），⑦職員のボランティア精神の向上，
⑧利用者と職員間における理解と共感，⑨ケア
についてよく話し合える職場の雰囲気の醸成，
⑩職員のプロ意識の向上，⑪その他（自由記
述）であった。
最後に，「職員と利用者間のかかわりがよい
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注 1) ＊ ＜0.05，＊＊＊ ＜0.005，＊＊＊＊ ＜0.001
2) 職員Ｎ＝334，利用者Ｎ＝153
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ほど福祉サービスはよくなるか」の質問と，
「現在，利用している施設の職員と利用者のか
かわりはよいか」の質問には，それぞれリッ
カート５件法で回答させた。
それぞれの質問と選択肢は，福祉サービスの

実践経験がある筆者の１人と研究者２名，なら
びに福祉サービスを実践している現任者３名，
そして利用者３名が， 法によって作成した。

上で述べたように，本調査は渡邉・森山7)8)

の調査と並行して行われた。そのため，尋ねた
質問内容を除けば，手続きは基本的に彼らの方
法と同じで，留置法か直接聞き取りのどちらか
による悉皆

しっかい

調査であった。職員の場合，業務の
都合上，留置法であった。利用者には，施設側
の判断により直接聞き取りか留置法のいずれか
となった。利用者に対する留置法の場合，利用
者の家族，他の利用者，職員のいずれかの代筆
で回答を得た。利用者228名中102名に直接聞き
取りを行い，言語障害によって意思疎通が困難
であった残りの126名には，それぞれの家族，
あるいは施設職員のサポートを得ながら質問し
た。
職員と利用者の標本数が異なっていたこと，

そして多肢選択式の複数回答を求めたことから，
回答実数ではなく，それぞれの選択項目の選択
率を求めてそれを職員と利用者の間で比較した。
選択率は，それぞれの選択項目が選択された数
を，職員と利用者それぞれの有効回答者数で除

して百分率にして求めた。職員と利用者の選択
率の比較に際して母比率の差を χ2 検定，評定
値の差については 検定（対応のない一元配
置分散分析）を施した。そして，職員と利用者
の選択傾向を比較する時は選択率の項目順位に
基づく の順位相関係数の有意性検定
を行った。

Ⅲ

職員は451名中334名（男性93名，女性241名．
平均年齢32歳，最少年齢18歳，最高年齢61歳．
回答率74.1％）から，利用者は228名中153名
（男性90名，女性63名．平均年齢51歳，最少年
齢17歳，最高年齢77歳．回答率67.1％）から回
答を得た。

は，横軸に各項目を，縦軸に各項目に対
する職員と利用者の選択率を示し，白い棒は職
員，網掛けの棒は利用者の選択率を示す（以下，
の表記については同様）。この結果から明ら

かなように，「資格取得」と「増員」，そして
「ケアの知識と向上」と「ケアの技術の向上」
の４つの項目で，職員と利用者の選択率の差が
有意となった。「資格取得」と「増員」では職
員より利用者の選択率の方が高く，「ケアの知
識の向上」と「ケアの技術の向上」では利用者
より職員の選択率の方が高かった。項目間で比
較すると，職員と利用者の選択率が最も高かっ
たのは，「利用者と職員の人間関係作り」で
あった。次いで，職員は「ケアの技術の向上」
「ケアの知識の向上」「職員間の人間関係づく
り」「増員」の順で選択した。利用者は，「増
員」「ケアの技術の向上」「職員間の人間関係作
り」「ケアの知識の向上」の順で選択した。利
用者と職員間の選択項目の順位の関連性を

の順位相関係数で調べたところ，τ＝
0.69（ ＜0.05）となり，関連は有意であった。
これらの結果から，職員の属性や能力，支援の
あり方について，職員の方が利用者よりケアの
技術と知識の向上を重視し，利用者の方が職員
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より増員や資格取得を重視していることがわ
かった。しかし，実践条件として彼らが重視し
た項目の優先順は，両者の間で大きく異ならな
かった。

施設運営において重視される実践条件は，
「施設内の設備の充実」「行政や医療機関との
連携」「情報の提供」「ケアマネジメント」の４
つの項目で職員と利用者の選択率の差が有意で
あり，いずれも職員が高かった。項目間で比較
すると，職員の選択率が最も高かったのは「施
設内の設備の充実」であり，次いで「行政や医
療機関との連携」「情報の提供」「提供できる
サービスの量」「ケアマネジメント」であった。
一方，利用者の選択率が最も高かったのは「提
供できるサービスの量」であり，次いで「施設
内の設備の充実」「行政や医療機関との連携」
「情報の提供」「苦情解決制度」であった。
従って，施設内設備の充実や関連機関との連携
について，利用者も職員もそれらを重視したが，
職員は情報提供を，利用者はサービス量を重視
していることがわかった。両者の選択項目の順
位の関連性を調べたところτ＝0.64（ ＜0.05）
となり，関連は有意であった。これらの結果か
ら，「施設内の設備の充実」「行政や医療機関と
の連携」「情報の提供」「ケアマネジメント」に
ついて，職員の方が利用者よりこれらを重視し
たが，両者が重視した項目の優先順位は類似し

ていることがわかった。

「施設と地域の交流」と「施設と家族の連
携」では職員の選択率の方が高く，「実習生の
受け入れ」では利用者の選択率の方が高かった。
項目間で比較すると，職員と利用者の選択率が
最も高かったのは「施設と地域の交流」であっ
た。次に，職員は，「施設と家族の連携」「ボラ
ンティアの受け入れ」「外部評価の実施」の順
で選択した。利用者は，「ボランティアの受け
入れ」「施設と家族の連携」「実習生の受け入
れ」であった。両者の選択項目の順位の関連性
を調べたところτ＝0.69（ ＜0.05）となり，
関連は有意であった。これらの結果から，職員
は利用者より「施設と地域の交流」と「施設と
家族の連携」を重視し，利用者は職員より「実
習生の受け入れ」を重視した。しかし，両者が
重視した項目の優先順位は類似していることが
わかった。

全11項目中，「職員の接遇を良くする」と
「その他」以外の９項目において，職員と利用
者の選択率に有意な差がみられた。項目間で比
較すると，職員の選択率が最も高かったのは
「利用者と職員との理解と共感」であり，次に

37― ―



注 1) ＊＊＊ ＜0.005，＊＊＊＊ ＜0.001
2) 職員Ｎ＝334，利用者Ｎ＝153

注 職員Ｎ＝334，利用者Ｎ＝153

第56巻第13号「厚生の指標」2009年11月

「ケアについてよく話し合える施設の雰囲気」
「ケアの知識と技術の向上」「職員のプロ意識」
「職員の接遇をよくする」「職員と利用者の相
性」「職員同士の仲のよさ」「職員のボランティ
ア精神」「職員の資格取得」「その他」「職員の
実務経験年数」であった。利用者の選択率が最
も高かったのは「職員と利用者の相性」であり，
次に「利用者と職員との理解と共感」「ケアに
ついてよく話し合える施設の雰囲気」「職員の
接遇をよくする」「職員のプロ意識」「ケアの知
識と技術の向上」「職員のボランティア精神」
「職員同士の仲のよさ」「職員の資格取得」「職
員の実務経験年数」「その他」であった。両者
の選択項目の順位の関連性を調べたところτ＝
0.62（ ＜0.01）となり，関連は有意であった。
これらの結果から，職員は「利用者と職員との
理解と共感」「ケアについてよく話し合える施
設の雰囲気」「ケアの知識と技術の向上」「職員
のプロ意識」を，利用者は「職員と利用者の相
性」「利用者と職員との理解と共感」「職員の境
遇をよくする」「ケアについてよく話しあえる
施設の雰囲気」「職員のプロ意識」を選択する
傾向がみられた。しかし，職員と利用者が重視
した項目の優先順位は類似していることがわ
かった。

横軸の「関連性」の数値は前者の質問に対す
る評価点（１～５点）を，「現状評価」の数値
は後者の質問に対する評価点（１～５点）を示
す。縦軸は，職員と利用者の相対評価率（それ
ぞれの評価点を選択した割合）を示す。
かかわりと福祉サービスの関連性について，
両者とも評価が５点の相対評価率が最も高かっ
たことから，職員も利用者も，自分たちのかか
わりがよくなれば福祉サービスはよくなると考
えていることがわかった。また，職員も利用者
も現在のかかわりを肯定的に評価していること
がわかった。
次に，それぞれの回答得点の平均評定値を求
め，その結果を職員と利用者の間で比較した。
かかわりと福祉サービスの関連性について，職
員は3.9，利用者は4.2で，利用者の方が有意に
高かった（ ＜0.05）。両者のかかわりに対する
現状評価は，職員は3.6，利用者は3.4で，職員
が有意に高かった（ ＜0.05）。

Ⅳ

本研究は，福祉サービスの実践条件に対する
職員と利用者の認識を比較した。その結果を概
観すると，次のように言えるだろう。職員も利
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用者も両者の関係が良くなることが利用者主体
の福祉サービスの実践に必要であると考えてい
る。しかし，そのための要件については，職員
と利用者の間でとらえ方が若干異なる。職員は，
ケアの知識と技術の向上，さらに，利用者の自
立支援や を向上させるための施設運営や，
家族や地域社会との連携が必要であると考えて
いる。一方，利用者は，職員が取り上げた事柄
が重要であるとしながらも，自分たちの要求に
見合ったサービスの改善を求めている。
上記のように概観すると，本研究で取り上げ

た項目に基づく利用者主体の福祉サービスに必
要な個別的な事柄は，①ケアにかかわる人々の
関係を良好にするための知識と技術を職員が習
得する，②利用者への福祉サービスの充実を目
的として，施設内の設備を改善し，外部関係機
関との連携を強化する，③利用者の要求を考慮
しながら，施設と家族との連携，地域社会との
交流を促進する，④職員と利用者が，互いに話
し合うことができ，相手を理解して共感的に対
応できるような環境を設ける，⑤利用者の話に
耳を傾け，利用者のニーズを理解して共感的に
対応するためのケアの技術を職員が習得する，
ということになるだろう。
渡邉・森山7)8)によれば，福祉サービスの実

践場面における職員と利用者のかかわりに対す
る両者の認識に乖離があった。本研究の結果で
も，職員と利用者の認識にいくつかの違いが明
らかとなった。その違いは，利用者主体の福祉
サービスに対する両者の視点の方向性の違いで
あった。職員は，福祉サービスを実践するため
の外的要因を重視したが，利用者は自分に向け
られる福祉サービスそのものを重視した。この

ような違いは認められたが，利用者主体の福祉
サービスを実践するための必要な条件は，本研
究によって明らかとなった。
今後，必要となることは，上述の条件を満た
す福祉サービスが実践されることである。その
ために，利用者と職員がかかわる場面と，その
ときの彼らの行動の関係を調べ，どのような行
動上の問題があるのか具体的に調べる必要があ
る。その問題が解決されれば，真の意味での利
用者主体の福祉サービスが実践されるだろう。
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